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Abstract
The most of the national sports federations (NFs) assume a variety of roles as manage‑
ment organization, and they have a registration system.  Each NF tries to increase the
number of members registered by using various measures for development and securing
the ﬁnancial resources.
They take measures, for example, to increase the number of the target persons due to
sub‑division of the registration classiﬁcation such as in chronological order or according to
levels, to eﬀectively utilize resource of the sports federations in each prefecture, to improve
system of the registration procedure eﬃciency on the internet and to grant incentives such
as discount or free of a game ticket, and so on.
Japan Table Tennis Association (JTTA) needs to increase the number of members reg‑
istered because I believe that playing table tennis enrich many people's life in competitive
sport and health aspect, and because the president of the JTTA put forward the concept
that "5 to 10% of a million table tennis players and fans who are unregistered JTTA become
registered members".  JTTA needs a strategy in order to achieve the goal quickly.
Therefore, this study was made to make a suggestion for the action of planning out a
strategy by researching the actual status and the plan about increment of registered mem‑
bers of JTTA and by researching of the needs for potential target.























































































































































率（平成 14年～平成 24年までの 10年間で
1.2％）で目標達成するためには、愛好者の
うちの５％では 14年かかり、10％では 28
年かかる。
登録制度による登録料に関して、ＪＴＴ
Ａの事業収支予算として、平成 25年でおよ
そ８億円が確保されている。平成 25年度事
業収入及び前年度の中から見ると、登録料
収入は事業収入予算の中で最も多く予算を
確保している項目となっている。ＪＴＴＡ
の事業支出は大きく分けて事業費支出と管
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理費支出という２つの支出がある。前年度
よりも平成 25年度の方が登録会員は増加
しており、登録料の収入も増えている。
また、ＪＴＴＡは 2011年から新たな試み
として、「ＪＴＴＡ公式レーティング」と呼
ばれるシステムを導入した。このシステム
を取り入れる事により、将来的に登録会員
増加が期待されている。
平成 24年度における種別ごとの登録会
員数の割合を見ると、最も多いのが「中学
生」の 48.96％であり、次いで「高体連」の
21.66％や、一般の 19.78％が比較的高い割合
を示している。「中学生」や「高体連」が高
い割合を示している理由として、中学校や
高校では部活動に入部した際に大会に出場
する為に登録を行う場合が多い為であると
考えられる。
次に、他競技における愛好者に対する登
録者の割合に関してである。笹川スポーツ
財団の研究調査である「2011年度種目別に
みるスポーツ実施状況に関する研究」の中
での調査対象種目のうち、公益財団法人日
本体育協会で競技別登録者数の公表されて
いる卓球より登録会員の多い３種目と卓球
の愛好者数に対する登録者数の割合に着目
すると、日本体育協会に加盟している競技
団体の中で最も登録者数の多いサッカーが
39.8％であった。次いで、バスケットボール
が 33.8％であり、卓球は 30.2％、バレーボー
ルは 16.3％であった。
表１には、前述した３つの他競技団体に
おける特徴的な登録特典事例を示した。チ
ケットの優先販売、有料観戦試合の値引き、
機関誌やメールマガジンなどの情報提供、
登録会員限定のカード発行、限定プレゼン
トなどが特典として実現している。
また、公益財団法人日本サッカー協会、公
益財団法人日本バスケットボール協会、公
益財団法人日本バレーボール協会の３団体
は、登録システムにおける登録手続きに「イ
ンターネット」を利用して行なうこととし
ている。
表１　他競技団体の登録特典事例
３‑２．ヒアリング調査
2013年 8月 9日、ＮＦが現在抱える課題
である「競技人口の確保」という観点におい
て、ＪＴＴＡ関係者であるＡ氏とＢ氏の２
名に対してインタビュー調査を実施した。
テーマは「ＪＴＴＡによる登録会員増加施
策案に関して」、「ＪＴＴＡの傘下競技団体
にあたる都道府県卓球協会（ＰＦ）との連携
に関して」の２点であった。
ヒアリング調査を通して、表２の「ＪＴＴ
Ａの登録会員増加案」が明らかとなった。
表２　ＪＴＴＡの登録会員増加案
３‑３.アンケート調査
「登録制度の認知」に関しては、「詳しく知
っている」が７％、「ある程度なら知ってい
る」が 24％、「聞いた事はある」が 39％、「全
く知らない」が 30％であり、７割は登録制
度を認知しているという結果であった。さ
らに、登録の有無に関しては、登録をしてい
ない者が約７割という結果であった。
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登録理由については、「日本卓球協会が主
催する大会への参加資格を得るため」とい
う選択肢のみが選ばれた結果であったこと
から、登録を行う者は大会参加資格を目的
として登録会員となる可能性が高いという
ことが明らかとなった。
未登録の理由については、「日本卓球協会
が主催する大会へ参加するつもりがないか
ら」が 47％、「日本卓球協会公認審判員の資
格取得の予定がないから」が 15％、「日本卓
球協会主催研修会へ参加する予定がないか
ら」が 10％、「会費が高いから」が 44％、「登
録システムが複雑だから」が 18％であっ
た。ここでは「日本卓球協会が主催する大会
へ参加するつもりがないから」が半数近い
回答であった事からも、大会の参加意志の
有無により登録会員になるかどうかが左右
される可能性が示されている。
図１のように、ＪＴＴＡへのヒアリング
調査の際に得られた回答を基に作成した登
録制度に関する要望の選択項目で「とても
魅力的」「どちらかというと魅力的」という
選択肢を５割以上得られている項目は、「有
料試合観戦の際の値引きやクーポンになる
会員証としてのカードを発行」と「登録会員
に対してメールを利用し定期的な情報発
信」であった。
その他の特典の要望については、「講習会
を増やしてほしい」、「登録費を安くしてほ
しい」、「登録システムを簡単にしてほし
い」、「観戦有料試合を色々な場所で計画し
てほしい」という回答が得られた。
図１　登録制度に関する要望
４.考察
ＪＴＴＡの登録会員増加に関する課題を
検討する上では、制度や組織の在り方など、
ＪＴＴＡ運営の根幹として重要であるシス
テム面や、そのシステムから計画や実施が
なされるプログラム面の充実や効率化が必
要不可欠であると考えられる。
本稿での調査結果を踏まえて登録会員増
加の在り方を考察する場合、前述したシス
テム面及びプログラム面の主要成功要因
（ＫＳＦ）を明らかにする必要がある。ここ
ではそれぞれを３つの項目に分類し、ＫＳ
Ｆの観点から分析を行った。
４‑１．システム面
４‑１‑１．ＰＦとの連携
ＪＴＴＡはＰＦと現状や今後の方向性を
共有できるような連携をさらに向上させる
事が重要であると考えられる。
ＰＦはＪＴＴＡの参加競技団体である事
から、ＪＴＴＡへの登録申請や大会の予選
会などは、各都道府県に配置されているＰ
Ｆが中継点として運営している。つまり、Ｊ
ＴＴＡはＰＦを通じた様々な運営が成り立
っている事から、ＰＦとの連携がＪＴＴＡ
の活動円滑に進めていく為のＫＳＦではな
いか。
重要性を示す根拠として、ヒアリング調
査の際にＪＴＴＡから得られた回答の中に
根拠が確認された。ＰＦの中にはＪＴＴＡ
の活動の意図や目的を曖昧に理解している
場合があり、ＰＦは目的が曖昧な業務であ
る事から、新しい試みに対して賛同が得に
くいモチベーションである場合が見受けら
れた。しかし、ＪＴＴＡ主催でＰＦの関係者
を対象とした加盟団体代表者会議や事務局
会議の開催により、これらの問題に対して、
ＪＴＴＡとの繋がりが得られ、会議の中で
ＪＴＴＡの構想を初めてＰＦが理解をし、
非常に有意義であったという回答があっ
た。ゆえに、ＰＦとの連携は重要であるので
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はないか。
４‑１‑２．情報技術の活用
ウェブやパソコンなどの情報技術の活用
をさらに増加させる事が重要であると考え
られる。
ＪＴＴＡへの登録申請書はウェブからダ
ウンロードする場合や、メールを利用して
の登録申請申し込みを行う場合などがあ
る。そのような情報技術は時間やコストが
かからない上に情報管理も行いやすい。Ｊ
ＴＴＡはＰＦと様々な情報を共有すべきで
あるが、情報技術を駆使する事により、情報
の共有に関しても大きな利便性を与えるだ
ろう。ヒアリング調査からＪＴＴＡは以前、
情報技術の利用を行っていなかった場合
に、郵便による情報伝達の遅れという問題
や、データ管理の一元化が難しかった事が
あったとの回答があった。しかし、現在はパ
ソコンを各ＰＦが所持しておりインフラは
整っている状況である。このインフラをＪ
ＴＴＡ及びＰＦがシステム共有を行い、効
果的に利用し運営していく事で、今までの
情報の扱い方よりもさらに、時間の短縮、コ
スト削減、データ管理、情報共有などの課題
が良い方向へと向かうであろう。ゆえに、情
報技術の活用は重要であるのではないか。
４‑１‑３．成功モデルの確率と共有
ＪＴＴＡでは登録会員増加に関する成功
モデルを確立し、そのモデルを各ＰＦなど
に共有を行う事がＫＳＦとなりうると考え
られる。
現在、登録会員増加に関しての活動は各
ＰＦに委ねている状況であり、各ＰＦへの
活動案やモデルは提示されていない。
ＰＦは登録会員を多く確保する事によ
り、ＪＴＴＡから登録会員増加の一助とな
った事で報奨金が還元される。成功モデル
の確立も重要であるが、確立された際にそ
のモデルをＪＴＴＡはＰＦへ共有する必要
がある。この際にＰＦへ重要な情報を共有
するマネジメントなどを行える人材も必要
である。
ヒアリング調査によれば、ＪＴＴＡは登
録システムにおいて有用な登録システムを
有する都道府県を確認しており、その都道
府県の登録システムをＪＴＴＡの登録シス
テムと統合しようという構想が練られてい
る状況である。アンケート調査結果から考
察をすると、登録システムが現在より有用
なものになるという事は、登録システムが
複雑である事により登録を行っていない未
登録者が登録会員になる可能性を示してい
る。ゆえに、成功モデルの確立と共有は重要
であるのではないか。
４‑２．プログラム面
４‑２‑１．差別化された価値の提供
ＪＴＴＡは登録会員になった事により得
られる差別化された価値の提供が主要成功
要因となるのではないか。
会員登録を行う事により、登録会員はＪ
ＴＴＡ主催大会への参加資格、ＪＴＴＡ公
認審判員の資格取得、ＪＴＴＡ主催研修会
の参加資格などが権利として得られる。こ
のような登録会員ならではの価値が会員に
なる目的となるのではないかと考えられ
る。アンケート調査では、有料試合の値引き
やクーポンとして利用出来る会員カードの
発行に需要がある結果が確認されている。
また、サッカー、バスケットボール、バレー
ボールのいずれにも有料試合や有料会場の
値引きが登録特典にあるとともに、バスケ
ットボールでは会員カードも発行されてい
る事から、成功例として卓球がこれらのＮ
Ｆが持つ特典を参考にすることは有効だろ
う。ゆえに、差別化された価値の提供は重要
である。
４‑２‑２．ライフステージに応じた価値の
提供
ＪＴＴＡにとって、ライフステージに応
じた価値の提供がＫＳＦとなるのではない
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かと考えられる。
卓球は子どもから高齢者まで幅広く実施
する事が可能であり、その実施する目的も
人により様々である。大会での勝利を目的
として卓球を行う者もいれば、健康スポー
ツとして卓球を行う人、楽しみとして行う
人もいるだろう。このように自分のライフ
ステージに合った卓球との付き合い方を
人々はしており、そのライフステージごと
の価値は重要だろう。重要性を示す根拠と
して、ＪＴＴＡでは登録会員を種別にして
おり、小学生以下から一般まで６つの種別
に分けている。ＪＴＴＡは小学生対象の全
日本選手権を開催したり、小学生のクラス
をさらに細かく分け、体格での実力差が出
にくいように考慮しているなど、小学生が
大会で勝利するという目標を持ちやすくす
るような仕組みが用意されている。このよ
うな点では小学生に対して大会で勝利する
ための特典を捻出する事で、需要はあるだ
ろう。また、アンケート調査から、一般の種
別に該当する者の意見にＪＴＴＡ主催大会
に出場するつもりがないという回答が多く
確認された事から、小学生などとは異なり、
大会での勝利を目標として卓球を実施して
いる者以外も数多く存在すると言える。こ
のような者に対して、大会で活かせるよう
な特典とは別のニーズに合わせた特典も重
要だろう。ゆえに、ライフステージに応じた
価値の提供は重要である。
４‑２‑３．付加価値情報の発信
登録会員に対して付加価値として位置づ
けされるような情報発信を行う事がＫＳＦ
となるのではないか。
卓球実施者の多くは、日常的に卓球をす
るという事は行っているが、卓球に関する
情報は知らない事が多く、大会情報やイベ
ント、ＪＴＴＡの活動状況など、多くを知ら
ないままでいる場合があるだろう。例えば
テレビで卓球の試合があれば観戦したいと
感じたり、イベントがあれば参加してみた
いというように感じると思われるが、その
機会の提供が図られる事により、そのよう
なニーズは満たされるだろう。
アンケート調査から、メールを利用した
定期的な情報発信を行ってほしいというニ
ーズが確認されたほか、他競技ではサッカ
ーやバスケットボールでそのような特典が
現在ある。またサッカーでは機関誌の年間
定期購読権が得られ、バスケットボールで
はオフィシャルマガジンの発行や、メール
マガジンでの情報提供がなされているとい
う事例がある。特に、バスケットボールのメ
ールマガジンでの情報発信は、アンケート
調査で得られたニーズと一致しているもの
であり、ＪＴＴＡに対してのニーズも満た
す可能性のある事例となっている。ゆえに、
付加価値情報の発信は重要である。
５．結論
本稿では、ＪＴＴＡの現状を明らかにす
ると共に、登録会員増加のためにはどのよ
うな変化がＪＴＴＡには必要なのか検討し
た。ＪＴＴＡの普及方策の在り方について
考察することを目的とし、先行研究、ヒアリ
ング調査、アンケート調査を実施し、ＪＴＴ
Ａの普及案の把握と卓球実施者への登録制
度へのニーズについて研究を行った。
その結果、ＪＴＴＡで検討されている案
がヒアリング調査から得られた。また、ＪＴ
ＴＡへのヒアリング調査の結果を踏まえて
設計したアンケート調査では、ＪＴＴＡの
検討されている案の中にニーズが確認され
た。
ＪＴＴＡにとって登録会員の増加は、Ｊ
ＴＴＡ運営費の安定化や、競技人口の増加
による世間への認知度の向上等、様々な影
響があることから、登録会員の増加に関す
る活動が選手強化の面でも卓球の普及にお
ける面でも重要である事は明らかである。
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そして、ＪＴＴＡ内での案として、まだ実現
には至っていないが、登録会員増加に向け
捻出された発想は少なくない。これらを実
現する事により、既存の登録会員または約
100万人と言われている未登録者から登録
会員になる可能性も期待する事が出来るだ
ろう。その為には実現に向けた予算の確保
や、成功させる為の入念な検討や、行動を起
こす為に多くの人からの理解が必要となる
だろう。これらは決して容易な事ではない
が、ＪＴＴＡの今後が大きく発展に向けて
変転するであろうという事を信じ、実現に
向かうよう取り組むべきだろう。
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